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第１章 本仕様書について 
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１－１ はじめに 
本標準仕様書は、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第 40 号。

以下「標準化法」という。）第５条第１項に基づく地方公共団体情報システム標準化基本方針
（令和４年 10 月）を踏まえ、同法第６条第１項に規定する基準に基づき、作成するものであ
る。 
  

  



3 

 

１－２ 対象 
（１）対象自治体 
本仕様書の対象は、全ての市区町村とする。なお、本仕様書における「市区町村」の区とは、

特別区のことである。 
 
（２）対象事務範囲 
子ども・子育て支援システムにおける対象事務範囲は次のとおりである。 

 

＜子ども・子育て支援システムの標準化対象事務範囲のイメージ図＞ 

 

本仕様書の対象事務については、他の標準化対象業務（住民記録、介護保険、地方税等）が
対象事務を選定するに当たり基本とする地域情報プラットフォーム標準仕様書が存在しない。
そのため、各地方公共団体・ベンダを対象に実施した令和 2 年度及び令和３年度の調査研究の
結果等を踏まえ、子ども・子育て支援システム標準化検討会にて対象事務の選定を行った。  
同調査研究において、業務実施率・システム化率に特にばらつきのあった地域子ども・子育

て支援事業（以下「13 事業」という。）の事務に関しては、期待される標準化の効果や教
育・保育給付等との関連性等を勘案し、現時点で優先度の高い事業の事務を第 1.0 版における
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対象とする方針のもと、「延長保育事業」と「実費徴収に係る補足給付を行う事業」を標準化
対象の事業としている。本事業の標準仕様書第 1.1 版においてもその方針を踏襲する。 

 

地域子ども・子育て支援事業（13 事業）の対象事務範囲選定の基本的な考え方 
 13 事業は、市区町村が地域の実情に応じて取り組んでいる事業であり、業務内容や

対象者が多岐にわたるため、全ての事業を１つのシステムとして実装することが必
ずしも合理性を有するわけでない。 

 13 事業は、事業の実施方法が法令等で定まっている業務と比べて、市区町村間の差
異(例：対象者、利用料と所得基準、委託の有無)が大きいことが想定され、標準化
を行う上での課題が多く生じる可能性がある。また、標準化対象とする事業につい
ては、各市区町村の事業の実施方法に応じた自由なカスタマイズが不可となる点に
も留意が必要。 

 本標準仕様書（第 1.0 版）は、令和 4 年度夏頃までに作成する必要があるため、標
準仕様の作成における効率性・実現可能性も考慮に入れて検討を行う必要がある。 

 

標準仕様書（第 1.0 版）における地域子ども・子育て支援事業（13 事業）の選定方針 
 本標準仕様書（第 1.0 版）の作成においては、すべての地方公共団体で事業を実施

し、かつ、ほとんどの地方公共団体にてシステム化している「子どものための教
育・保育給付及び子育てのための施設等利用給付」を重点的に検討する必要がある
ため、事業実施率・システム化率が低い 13事業は、標準化の効果や教育・保育給付
等との関連性等を勘案し、優先度の高い事業を対象とする。 

 今回の標準化範囲の決定は、あくまでも標準仕様書（第 1.0 版）におけるものであ
り、同仕様書の策定後に、標準化対象事務以外の業務の標準化に関する政府方針等
も踏まえつつ、必要に応じて、見直しを行うこととする。 

 
（３）対象事務範囲の考え方 
本システムでは、「(２)対象事務範囲」に記載の業務を標準化の対象とする。標準化対象事

務範囲のうち、地方公共団体による独自性が高い施策等（①②④⑤）については、パラメータ
処理により対応することを基本としているが、これによりがたい場合には、標準準拠システム
とは別にシステムを構築して情報連携するアドオンにより実現することを想定している。その
ような工夫をしてもなお、必要なサービスを提供できない場合、地方公共団体情報システムの
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標準化に関する法律第８条第２項においては、標準化対象事務以外の事務を標準化対象事務と
一体的に処理することが効率的であると認められるときであって、標準準拠システムに係る互
換性が損なわれない場合に限り、必要最小限の改変や追加を行うことができるとされている。
ただし、統一・標準化の趣旨を踏まえ、極力これを避けるべきである。 

 
なお、「自治体情報システムの標準化・共通化に係る手順書【第 2.0 版】」（令和５年１月

20 日）に示されているとおり、標準準拠システムの導入に際し、各地方公共団体においては、
必要に応じて条例や規則等の改正を検討していただくことを想定している。 

 

地方公共団体の独自施策等の扱い  
A) パラメータ処理で対応可能な場合⇒標準化の対象事務範囲 
B) パラメータ処理で対応不能な場合⇒標準化の対象事務範囲外 
※ B の場合、標準準拠システムとは別の外部システムを構築して情報連携する想定。 

 
＜対象事務範囲の考え方イメージ図①＞ 

 
 
また、以下に標準化の対象事務範囲に関して補足する。 

① 利用調整 
利用調整に関しては、各地方公共団体において待機児童の状況等に応じた選考基準が独自

設定にされ、また高度なAI選考システムを導入しているケースやシステムを利用せず Excel
等で処理しているケースがあるなどばらつきが大きい業務である。標準準拠システムとして
は、利用調整について、パラメータとして選考基準項目を任意設定可能(※1)かつ選考条件
を複数設定可能(※2)とする仕様とする（AI による選考を行う場合やパラメータで対応不能
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な場合は、標準化の対象事務範囲外として取り扱い、 本システム以外のシステムの利用が
可能。）。 
※1 各地方公共団体の選考基準項目に柔軟に対応いただけるよう自由項目やパラメータ登
録の要件を定めている。 
 

選考基準項目（分類/内容/指数）設定の具体例： 
 選考基準指数/就労/会社員月 XXX 時間以上の労働/+XX 
 選考基準指数/就労/会社員月 XXX 時間以上 XXX時間未満の労働/+XX 点 
 選考調整指数/ひとり親/配偶者との離婚又は死別/+XX点 
 選考調整指数/祖父母・同居親族/祖父母・同居親族が 65 歳未満で保育可能な場合/

▲XX 点 等 

 
※2 選考条件について、各地方公共団体の同点時優先の条件に柔軟に対応いただけるよう
条件設定とそれに応じた条件分岐を設定可能とする要件を定めている。 
 
地方公共団体の運用によっては、職員が定性的に判断した結果だけを入力する簡易バージ

ョンで対応可能な場合と、税額を参照して並び替える等の高度で複雑な処理まで必要な場合
があり、2 パターンの要件を定義する。地方公共団体の運用によって、必要なオプション機
能を選択する想定である。なお、ベンダにより、本機能への対応可否が変わることも想定す
る。 

 

同点時優先の条件設定の具体例： 
 条件（世帯ごとの所得割額順、利用開始希望日からの期間が長い順、就労実績の長い順

等）を指定して降順に並び替えができること。 
  条件（ひとり親、支援措置対象者等）を指定して該当するものを上位に並び替えがで

きること。 
 条件（当該施設への希望）を指定して、降順に並び替えができること。 
 管理項目の範囲外である父母いずれかの海外赴任等は、予備領域に汎用項目として別途

設定した上で、条件（海外赴任等）に該当するものを上位に並び替えができること。 
等 
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② 契約 
利用者負担額及び減免に関しては、国の定める利用者負担の上限額（国基準）から独自に

軽減を行う地方公共団体が多いことから、標準準拠システムとしては、地方単独事業による
独自の階層区分や利用者負担額の設定、多子軽減へのパラメータ対応のほか、収入減少や災
害等の個別減免にも対応した仕様とする。 

 
＜対象事務範囲の考え方イメージ図②＞ 

 
 
③ 保育料等納付管理（収滞納） 

保育料等納付管理に関しては、本システムにて運用する部分は標準化範囲内として扱うが、
統合収滞納管理システム（全庁的に行う収納管理及び滞納管理を行うためのシステムをい
う。）と、個別収滞納管理機能（各基幹業務システムの標準仕様書において規定している収
納管理及び滞納管理を実現するための機能をいう。）との関係については、デジタル庁が定
める「地方公共団体情報システム標準化基本方針」（令和４年１0 月）に準拠するものとす
る。 

 
④ 事業所請求管理（地方単独事業分） 

施設・事業所等への給付（子どものための教育・保育給付）に関しては、地方単独事業と
して独自の加算・減算を設定しているケースがあることから、独自の加算項目等及びその単
価・対象・上限などについてパラメータ設定を可能としている。また、認可外保育施設の利
用者等を対象とした独自事業（子育てのための施設等利用給付と同様の個人給付）について
も、パラメータ設定による対応を可能としている。 
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<対象事務範囲の考え方イメージ図③> 

 
 
⑤ 地域子ども・子育て支援事業（13 事業） 

<延長保育事業の標準化の対象事務範囲> 
延長保育の利用の決定や延長保育料の算定、納付管理に関する事務 
※延長保育を行う園への補助事業等は対象事務範囲外。 

<実費徴収に係る補足給付を行う事業の標準化の対象事務範囲> 
施設型給付を受けない幼稚園における副食費の補足給付に関する事務 

 
上記は、あくまでも標準仕様書（1.1 版）における対象事務範囲であり、同仕様書の策定

後に、必要に応じて見直しを行うこととする。 
 
（４）対象項目 
本仕様書では、以下の項目について規定する。 
・ 業務フロー及びツリー図（第２章） 
・ 機能要件（第３章） 
・ 帳票要件（第４章） 
・ その他要件（第５章）※ 
・ 用語（第６章） 
※ その他、データ要件・連携要件及び非機能要件について規定しているが、これらはデジ
タル庁を中心に検討されるものである。 

 
以下の項目については原則として規定しない。ただし、カスタマイズの発生源になっている

場合等についてはこの限りでない。 
 画面要件 
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 ヘルプやガイドの具体的内容等、業務遂行に必須ではなく専ら操作性に関する機能 
具体的には、以下のようなものを想定する。 
 アプリケーション・画面を同時に複数起動できる、などの操作に係る要件 
 対象者特定後、詳細情報表示をワンクリックで確認できる、などの画面表示に係る要

件 
 処理に注意が必要な対象者を、色やポップアップで注意喚起する、などのユーザーイ

ンターフェースに係る要件 
 マウス操作だけでなく、ファンクションキーなどによって入力できる、などの操作性

に係る要件 
  
（５）デジタル社会を見据えた対応 
本仕様書は、これからのデジタル社会においてあるべき姿（電子化・ペーパーレス化）を視

野に標準を設定するとしつつも、これからのデジタル社会においてあるべき姿にそのまま即し
たものには必ずしもなっていない。例えば、本仕様書において、認定申請にかかる申請情報の
登録機能について規定しているが、「ぴったりサービス」を活用した電子申請及び申請データ
の取り込みが今よりも進めば、今後、オンライン画面による申請情報の登録の頻度は低下して
いくものと考えられる。 
また、これからのデジタル社会を見据えれば、実務やシステムの前提となる制度自体を見直

すべきという考え方もあり得る。しかし、そうした制度自体の検討については、一朝一夕にで
きるものではない。そこで、本仕様書としては、電子化・ペーパーレス化も含め、これからの
デジタル社会においてあるべき姿を視野に入れつつ、現行制度の下で、多くの自治体が支障な
く対応できるものについて、できる限り盛り込むこととした。 
他方、デジタル社会を見据え、様々な社会環境の変化に対応するためには、本仕様書の作成

後、実務やシステムの前提となる制度を随時見直していくことが重要であり、制度の見直しと
ともに本仕様書を改定していくことが求められる。  
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１－３ 本仕様書の内容 
（１）本仕様書の構成 

第１章では、本仕様書の背景、目的、対象及び内容について記載している。 
第２章では、業務フロー及びツリー図を記載している。 
第３章、第４章及び第５章では、それぞれ、子ども・子育て支援システムが備えるべき機能

要件、帳票要件、データ要件・連携要件及び非機能要件について記載している。「（２）標準
準拠の基準」にあるように、これらの章が、パッケージステムが本仕様書に準拠するための判
断基準となるものであり、言わば本仕様書の本体部分である。 
第６章では、本仕様書において用いている用語について、解釈の紛れがないよう、定義して

いる。 
 
（２）標準準拠の基準 

本仕様書の対象は「１－２（２）対象事務範囲」で示したとおりで、この対象事務範囲にお
いて定義すべき要件について、【実装必須機能】【標準オプション機能】【実装不可機能】の
３類型に分類を行った。３分類のいずれにも分類されていない機能（標準仕様書に明記してい
ない機能）は、カスタマイズ抑制、ベンダ移行の円滑化の観点から、【実装不可機能】と同様
のものとして位置付ける。 
パッケージシステムが本仕様書に準拠するためには、第３章及び第４章に規定する【実装必

須機能】をいずれも実装し、【標準オプション機能】は実装してもしなくても良いものとする
が、【実装不可機能】及び分類されていない機能をいずれも実装しないことが必要である。た
だし、分類されていない機能のうち、地方公共団体やベンダの創意工夫により新たな機能を標
準準拠システムに試行的に実装させて機能改善の提案を行う場合は、当該試行についてあらか
じめ公表し、当該試行を本仕様書に盛り込む提案となることを条件にして実装することを可能
とする。【標準オプション機能】は、実装しても、実装しなくても、実装した上で地方公共団
体が利用を選択できることとしても、いずれも差し支えない。 
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（３）想定する利用方法 

標準化法第８条第１項では、「地方公共団体情報システムは、標準化基準に適合するもので
なければならない。」とされており、本仕様書は、標準化基準として位置づけられる予定のも
のである。 
 したがって、本仕様書は、 
 今後、整備予定の「ガバメントクラウド（Gov-Cloud）」上で、各ベンダが、本仕様書

に準拠したシステムを提供する。 
 各地方公共団体は、標準準拠システムをカスタマイズすることなく利用する。 

という前提で作成している。 
地方公共団体としては、標準化後にシステム更改を行う際には、改めて標準仕様書に示した

個別の要件を一々提示して RFI（request for information）を実施したり、更には Fit & Gap分
析を行って調達したりするのではなく、単に、標準準拠システムであることを要件に付するだ
けで利用できることを想定している。 
 
本仕様書は、人口規模に応じて、本仕様書における機能さえあればカスタマイズなしで支障

なく業務が行えるようになるよう、実装すべき機能と実装しない機能をその理由とともに整理
したものである。このため、地方公共団体内での検討や地方公共団体・ベンダ間の協議の際に、
仮に本仕様書における機能と異なる機能が必要ではないかという議論があった場合、限られた
人員、財源の中で、果たして当該地方公共団体だけ特別に必要な機能なのか、本仕様書が想定
する業務フローを参照することで効率的な運用となるよう見直しが必要ではないか、という観
点から、本仕様書における必要又は不要の整理を知るための資料として参照することも想定し
ている。 
 
（４）本仕様書の改定 

本仕様書については、①制度改正時のほか、②地方公共団体やベンダからの創意工夫による
システムの機能改善等の提案がある場合や、③新たな技術が開発されるなどデジタル化の進展
等がみられる場合にも、関係者の関与の下で改定することを想定している。とりわけ、制度改
正により本仕様書を改定する必要がある場合は、制度の施行時期を勘案して改定する。改定後
の本仕様書に基づいて、ベンダがクラウド上で一括してシステムを改修することにより、制度
改正等の都度、各地方公共団体が個別にベンダと協議して改修を行う必要がなくなると想定さ
れる。 
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（５）各地方公共団体の調達仕様書の範囲との関係 

本仕様書に規定した機能によって子ども・子育て支援業務を行うことは可能であり、また、
本仕様書の対象範囲の事務については本仕様書に記載された内容で調達する必要がある。 
しかしながら、各地方公共団体においては、例えば、本仕様書の標準化範囲外の機能や地域

情報プラットフォームの別ユニットと併せて調達することや、本仕様書に記載された範囲の機
能の一部（例：未実施の施策、本仕様書で設定したパラメータで対応できない施策）を除いて
調達すること等も想定され、各地方公共団体の調達仕様書の範囲と標準仕様書の範囲は必ずし
も一致しないと考えられる。この場合であっても、各地方公共団体の情報システムの調達にお
いて、本仕様書の範囲の業務について本仕様書に記載された内容で調達する限りにおいては、
このような対応も許容される。 
例えば、オールインワンパッケージシステムを採用している団体は、住民記録や選挙人名簿、

国民健康保険等の分野も併せて調達することになるが、その場合、調達仕様書の範囲が本仕様
書の範囲と異なることは差し支えない。また、「１－２（３）対象事務範囲の考え方」に記載
がある各地方公共団体の独自施策等については、当該施策が本システムのパラメータ処理によ
っては対応できない場合には、標準準拠システムとは異なるシステムを併せて調達することも
可能である。 
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第２章 業務フロー・ツリー図 
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２－１ 業務フロー・ツリー図 
（１）業務フロー 

本仕様書に記載する業務フローは、実際の各地方公共団体における業務フローを拘束するも
のではない。ただし、現在の業務フローでは、本仕様書における機能要件どおりの機能で業務
を行うことが難しいと考える地方公共団体は、現在の業務フローを本仕様書に記載する業務フ
ローを参考に見直すことが期待される。 
業務フローの作成に当たっては、地方公共団体情報システム機構「地方公共団体の情報シス

テム調達における機能要件の表記方法に関する調査研究」（平成 27 年３月）を参考に、表記
方法の国際標準である BPMN（Business Process Model and Notation）の手法を用いて記述し
た。 
 
（２）ツリー図 

子ども・子育て支援業務のうち、本仕様書において標準化の対象とする事務範囲を俯瞰的に
把握するため、その全体構造をツリー図で示す。 
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第 3 章 機能要件 
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３－１ 機能要件 
（１）機能要件全般に関する事項 

本仕様書の対象は「１－２（２）対象事務範囲」で示したとおりで、この対象事務範囲にお
いて定義すべき要件について、【実装必須機能】【標準オプション機能】【実装不可機能】の
３類型に分類を行う。３類型のいずれにも分類されていない機能は、カスタマイズ抑制、ベン
ダ移行の円滑化の観点から、実装不可機能と同様のものとして位置付ける。 
なお、複数の標準準拠システムに共通する機能（申請管理機能、団体内統合宛名機能、

EUC 機能等）については、デジタル庁が定める「地方公共団体情報システム共通機能標準仕
様書【第 1.0 版】」（令和 4 年 8 月）（以下「共通要件標準仕様書という。」）において機能
要件を定めている。 
 

<標準準拠の基準の考え方> 

 
 
その他の機能要件全般として考え方を整理した事項について、以下に記載する。 

① 外部機関や標準化対象外システムとの連携に係る要件 
本システムを利用した事務においては、外部機関（指定金融機関・収納代行業者等）との

データ授受や庁内他システム（財務会計システム等）とのデータ授受が必要となる。 
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これらについては、デジタル庁が定める「地方公共団体情報システムデータ要件・連携要
件標準仕様書【第 1.0版】」（令和 4年 8 月）に準じる方針とする。 

 
② エラー・ワーニングに係る要件 

本システムを利用した事務においては、業務の正確性を期すため、提出された申請書のデ
ータをシステムに取り込む際などにエラーチェックが行われる。 
本仕様書においては、このような場合のエラー・ワーニングに係る要件は、その概要のみ

を記載し、突合対象項目などの詳細までは定義していない。  
※ 「エラー」とは、論理的に成立し得ない入力その他の抑止すべき入力等について、

抑止すべき原因が解消されるまで、当該入力等を確定できないもの。 
※ 「ワーニング」とは、論理的には成立するが特に注意を要する入力等について、注

意喚起の表示を経た上で、当該入力等を確定できるもの。  
 

③ 管理項目 
本システムで管理すべきデータ項目を、各機能要件において管理項目として記載を行う。

「管理」とは、データの登録・修正・削除ができることをいい、参照又は表示のみを目的と
した項目（他システムから連携した項目のうち本システムで保持しないもの等）は、管理項
目として定めず、参照要件又は表示要件としている。各機能要件において、管理項目の重複
記載は行わず、運用の中で一番初めにデータの登録・修正・削除を行うと想定される機能要
件においてのみ記載を行う。 

例：保護者情報は、複数の機能要件で登録・修正・削除を行う項目であるが、 
認定申請の機能要件のみで記載。 

なお、データ項目の一覧、データ型や桁数等の詳細については、デジタル庁が定める「地
方公共団体情報システムデータ要件・連携要件標準仕様書」におけるデータ要件において整
理される。本仕様書の管理項目の記載において「～等」の記載を行っている要件に関しては、
「地方公共団体情報システムデータ要件・連携要件標準仕様書」に準拠するものとする。 
また、機能要件内に【管理項目】として管理項目を列挙しているが、あくまで参考であ

り、各管理項目の正確な情報については、デジタル庁作成の基本データリストを参照す
ること。 

 
④ EUCに係る要件 
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EUC（本システムが保有するデータの二次利用を可能とするデータの抽出・分析・加工
とファイルやリストへの出力・印刷等の機能）については、上述のとおり共通要件標準仕様
書に基本的な要件が規定されているが、本仕様書では、これに加えて必要な要件を定義して
いる。 

 
⑤ 国・都道府県への報告等に係る要件 

子ども・子育て支援業務においては、各地方公共団体から都道府県に対して報告等を行う
ための業務が発生する。これらの報告等は、実施の有無やその様式について都道府県ごとに
差異が存在しており、全国的な標準化が困難な状況にある。 
本仕様書においては、国の定める統計・集計については定義している。都道府県に対する

独自の報告等は標準化の対象外とし、パッケージシステムで提供されない場合は、外付けツ
ール等（EUCを含む。）により対応することを想定している。 

 
⑥ 計算・集計ロジックに係る事項 

本システムにおいても、税務業務等と同様に延滞金、還付加算金、各種集計表等の計算・
集計ロジックが多く存在する。これらについては、システムの内部設計に当たると考えられ
るため、本仕様書では詳細化を行っていない。 

 
⑦ バッチ処理（一括処理）に係る事項 

子ども・子育て支援業務においては、大量の申請情報の取り込みなど、バッチ処理（一括
処理）による処理が必要となる機能が多く存在する。子ども・子育て支援システム標準化検
討会における検討過程において必要性が確認されたものについては、バッチ処理（一括処理）
における機能提供を記載しているが、その他の機能においても、バッチ処理（一括処理）に
よる実装を妨げるものではない。 

 
⑧ 将来の任意の時点での機能 

子ども・子育て支援に関する事務では、年度末での退園処理を前月までに行うなど、処理
日と効力発生日が異なる場合があるが、本仕様書において機能要件として明記していない場
合であっても、将来の任意の時点で効力を発生させる処理は行える前提である。なお、エラ
ーチェックについても、同一の時点において両立し得ない処理が行われようとしているかを
判定する想定である 。 
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（２）機能要件 

機能要件は以下の要素から構成される。機能要件の表の見方については下表を参照のこと。 
 実装必須機能 
 標準オプション機能 
 実装不可機能 

 
＜機能要件の見方＞ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

大項目 中項目 小項目 機能名称 機能ID 機能要件
都道
府県

指定
都市

中核市
一般市
区町村

要件の考え方・理由

共通

00 共通 0.1 他シス
テム連携

0280001 住民記録情報（外国人情報を含む、異動情報を含む）と連携し、本システムで利用できること。
※1　「住民記録情報と連携」は、住民記録情報を含む宛名システムや共通基盤等の連携を含む。
※2　データの参照、取り込み（サブセット化）は問わず、本システムで利用できること。
※4　異動の履歴が確認ができること。
※4　連携頻度は随時、日次、月次等とする。
※5　支援措置対象者情報も連携すること。 ◎ ◎

―

00 共通 0.1 他シス
テム連携

0280002 住民記録情報（外国人情報を含む、異動情報を含む）と連携し、本システムで利用できること。
※1　個人番号も連携すること。
※2　DV加害者情報も連携すること。
※3　本名、通称名、英字名（英字名は管理している場合）のいずれを優先利用するかの氏名優先フラグの情報を連携
すること。

〇 〇

―

00 共通 0.1 他シス
テム連携

0280003 住民記録の異動情報を元に、本システムの子ども、保護者および世帯員の異動を確認できること。
※1　EUC機能を利用した確認でも可とする。
※2　再転入者や住登外転入者の同一人特定のために、同一人物候補者一覧で確認できること。

◎ ◎

―

【標準機能要件】 
1-3(2)標準準拠の基準に従い、各機能の内容の記載
と、「実装必須機能」「標準オプション機能」「実装
不可機能」に分けた実装区分を自治体規模に応じて記
載 

【要件の考え方・理由】 
各要件の考え方や検討経緯など、必要
に応じて補足説明を記載載 
 

【機能 ID】 
大項目・中項目・小項目からなる各要件に対して、業
務 ID と 4 桁の数字(連番表記)を組み合わせた 7 桁の機
能 ID を記載。大項目中項目はツリー図と対応 
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第４章 帳票要件・帳票印字項目・帳票
レイアウト 
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４－１ 帳票要件・帳票印字項目・帳票レイアウト 
（１）帳票要件・帳票印字項目・帳票レイアウト全般に関する事項 

帳票要件においては、業務を実施するために必要な帳票の要件を規定している。全ての地方
公共団体で必須又は実装が望ましい帳票については、【実装すべき帳票】として規定している。
また、地方公共団体によっては必須又は実装が望ましい帳票については【実装してもしなくて
も良い帳票】としている。これらの帳票について、帳票の概要（帳票の用途）を規定した上で、
外部帳票に関しては帳票印字項目及び帳票レイアウトを定義している。 
なお、本仕様書では、標準化という観点から、多くの自治体において本システムから出力す

る外部帳票・内部帳票について規定することとし、多くの地方公共団体において本システムか
ら出力するとは限らない申請書等の帳票については規定しないこととした。 
 
＜帳票要件・帳票印字項目・帳票レイアウトの対象範囲イメージ図＞ 

 
その他、帳票要件・帳票印字項目・帳票レイアウト全般として考え方を整理した事項につい

て、以下に記載する。 
① 外部帳票の定義 

地方公共団体から保護者や施設等の外部に向けた帳票をいう。なお、国、都道府県に提出
する統計・集計資料や地方公共団体間で受け渡しを行う資料は内部帳票として取り扱う。 
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本仕様書としては、システムから出力すべき帳票として帳票要件・帳票印字項目・標準レ
イアウトを定義し、また、帳票印字項目として【実装すべき項目】、【実装してもしなくて
も良い項目】を定義している。 
なお、帳票レイアウト及び印字項目の定義に当たっては各地方公共団体において実際に使

用している帳票サンプル及びベンダのパッケージシステムの帳票サンプルを参考に、可能な
限り普遍的なレイアウトを定義した。しかしながら、自治体によって、通知書の印字項目の
差異、帳票種類の差異などの多くの差異が見られたことから、印字項目の表示・非表示を設
定可能とすることや備考欄を設けるといった対応で、可能な限り多くの自治体の運用に対応
できることとした。 

 
② 外部帳票における帳票サイズの取扱い 

帳票レイアウトを規定する外部帳票については、基本的には窓あき封筒に対応した A4 縦
としている。 

 
③ 外部帳票における大量印刷に係る対象物及び条件の取扱い 

子ども・子育て支援業務においては、認定通知書など、大量の通知物を保護者向けに一斉
送付することが想定される。大量印刷に関しては、個別印刷も随時行えることに加え、一括
印刷が可能であることを実装必須機能とする。なお、標準準拠システムがクラウド上に構築
される前提であるため、標準準拠システムに印刷機能を実装するのではなく、帳票等の印刷
のためのデータ出力機能として、CSV 形式のファイル出力を実装必須、PDF ファイル等の
イメージファイルの出力を標準オプションとしている。 
一方で、大量印刷・発送の際の対象物や条件については、郵便局や外部委託先（印刷事業

者等）との取決めや同封物の封入の有無などの詳細な条件を設定することが想定される。こ
のような条件設定については本仕様書の対象外とし、各地方公共団体が個々の事情に合わせ
て実施する想定である。 

 
④ 内部帳票の定義 

地方公共団体の内部で使用する確認用の一覧等の帳票をいう。本仕様書としては、システ
ムから出力すべき帳票として帳票要件を規定するが、帳票印字項目・帳票レイアウトは定め
ない。内部帳票の出力は、紙への印刷等の物理的な出力のほか、CSV 形式等のデータでの
出力を含む。 
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ベンダが提供するパッケージシステムによっては、本仕様書で定義する内部帳票を複数の
帳票で実現することも想定される。また逆に、本仕様書で定義する複数の内部帳票の要件を
一つの帳票で充足することも想定される。このような実装上の違いは許容するものとする。 
また、規定する帳票で業務が運用される想定ではあるが、必要に応じて、標準化の対象範

囲外とされた内部帳票を EUC機能等にてデータ出力することは差し支えない。 
 

⑤ 外部帳票・内部帳票の実現方法 
ここまで記載した外部帳票・内部帳票はベンダが提供するパッケージシステムから出力さ

れる想定である。ただし帳票印字項目・帳票レイアウトを充足するものであれば、外付けツ
ール等（EUCを含む。）で実現することは差し支えない。 

 
⑥ 外部帳票・内部帳票における定型文の取扱い 

外部帳票・内部帳票において印字される定型文（通知内容や教示文等）については、帳票
レイアウトにて例文を記載するが、地方公共団体において条例等で定める内容も多いため、
任意に設定が可能な仕様とした。 

 
（２）帳票要件 

帳票要件については以下の構成要素からなる。 
 概要 

当該帳票が満たすべき主要な要件や主な用途を記載している。 
 実装すべき帳票 

事業者のパッケージシステムが本仕様書に準拠するために実装しなければならない帳票。 
 実装してもしなくても良い帳票 

事業者によって、実装の有無を判断してもよい帳票。実装されていれば、地方公共団体
が利用を選択できる。 

 
（３）帳票印字項目 

① 帳票印字項目の構成要素 
帳票印字項目については以下の構成要素からなる。 

 実装すべき項目 
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当該帳票に印字すべき項目。 
 実装してもしなくても良い項目 

当該帳票に印字してもしなくても良い項目。機能が実装されていれば、地方公共団体が表
示・非表示を設定できる。 

 備考 
帳票印字項目に関する補足事項。 
 

② 帳票印字項目における日付の扱い 
帳票印字項目における日付に関しては、以下の編集方法を可能とする。 

印字項目
の種類 

印字編集条件
などへの記載

内容 
表記の例 補足 

日付 和暦表記 
/西暦表記 

＜和暦表記＞ 
令和3年4月1日 
＜西暦表記＞ 
2021年4月1日 
＜短縮表記＞ 
R3.4.1 
「令和3年4月1日から 
令和4年3月31日まで」 
等の期間を印字する場 
合は日付のみ印字 

原則和暦表記とする。 
ただし、西暦表記も選択可能
とする。帳票要件で定義する
一覧帳票等で用途に応じて短
縮表記とする。和暦表記時は
「(元号)1 年」ではなく「(元
号)元年」とする。 
また、期間を表す“～”の文字
は、帳票レイアウト側での埋
め込み（プログラムから印字
しないこと）として編集条件
等には未記載としている。 

 
③ 帳票印字項目における備考欄の扱い 

帳票印字項目における備考欄に関しては、以下の編集方法を可能とする。 

印字項目の種類 
編集条件などへの

記載内容 
補足 

固定文言（教示
文等） 

利用者にて設定さ
れた文言を印字 

帳票毎に設定された固定文言（教示文等）を印
字する。 

編集（管理項目
等） 

利用者にて設定さ
れた文言を印字 

設定にて印字有無、印字する管理項目、前付加
文言、後付加文言をパラメータで複数設定で
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印字項目の種類 
編集条件などへの

記載内容 
補足 

き、印字有無が「有」となっている場合、設定
された文言を印字する。 
【設定例】 
利用施設の電話番号を印字する場合、以下のよ
うに設定する。 
・印字有無：有 
・印字する管理項目：施設連絡先電話番号 
・前付加文言：「利用予定の施設の電話番号」 
・後付加文言：無 
備考欄への印字は、以下のようになる。 
「利用予定の施設の電話番号：XX-XXXX-
XXXX」 

 
（４）帳票レイアウト 

外部帳票については、自治体によって、通知書の帳票種類、印字項目などに多くの差異が見
られたことから、帳票レイアウトにてサンプルとして示す帳票タイトル、通知文の本文及
び備考欄を任意設定できるものとし、本システムへの実装は必須かつ、利用者が帳票への表
示/非表示の選択ができる項目を緑字表記に、本システムへの実装は事業者が選択でき、実装
されている場合は利用者が表示/非表示を選択できる項目を青字としている。これに伴い、帳
票の印字位置の規定については本仕様書の対象外とし、ベンダが個々に対応する想定である。 

 
（５）その他 

 窓空宛名部分の場所や大きさ、窓空宛名を含む帳票に対応した封筒レイアウトは、全庁的
に統一したほうがよいため、住民記録システム標準仕様書に準拠する。 

 各帳票の右上に印字される日付は、当該帳票に印字された情報が決定した日付を示すこと
とする。 
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第５章 その他要件 
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5－１ データ要件・連携要件 

データ要件及び連携要件については、デジタル庁が定める「地方公共団体情報システムデー
タ要件・連携要件標準仕様書【第 1.0版】」（令和 4年 8 月）に準拠するものとする。 

 

5－２ 非機能要件 
運用・保守性、セキュリティなどの非機能要件については、デジタル庁及び総務省が策定す

る「地方自治体の業務プロセス・情報システムの非機能要件の標準（標準非機能要件）」によ
るものとする。 
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第６章 用語 
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以下では、本仕様書についての解釈に紛れが生じないよう、用いられている用語の定義を示
した。ここで示す定義はあくまで本仕様書における定義であり、用語によっては、本仕様書以
外では別の意味で用いられていることもある。 

 
——————————————————————————————————— 

あ 
RFI【あーるえふあい】……情報提供依頼書(request for information）。情報システムの導入
や業務委託を行うに当たり、発注先候補の業者に情報提供を依頼すること。調達条件などを決
定するために必要な情報を集めるために発行するもので、一般的にはこれを基にRFP（提案依
頼書）を作成し、具体的な機能要件の提案業者に求めて発注先の選定に移る。総務省自治行政
局地域情報政策室「自治体クラウド導入時の情報システム調達におけるカスタマイズ抑制のた
めのガイドライン」（平成 31 年３月 29 日）より。 
 
RFP【あーるえふぴー】……提案依頼書(request for proposal）。情報システムの導入や業務委
託を行うに当たり、発注先候補の業者に具体的な提案を依頼する文書。必要なシステムの概要
や構成要件、調達条件が記述されている。総務省自治行政局地域情報政策室「自治体クラウド
導入時の情報システム調達におけるカスタマイズ抑制のためのガイドライン」（平成 31 年３
月 29 日）より。 
 
ID【あいでぃー】……システムの利用時に個人を特定するための番号や文字列等のこと。本
仕様書においては、管理目的で機能要件に付した機能要件 ID を指す。 
 
あいまい検索【あいまいけんさく】……検索条件が完全に一致しないものの、対象を一定のル
ールに基づき抽出する検索方法のこと。 
 
アドオン【あどおん】……一般的には、ある特定のシステムが標準では備えていない機能を追
加することができる、単体では動作しない部品化されたソフトウェア・機能のこと。ただし、
本仕様書においては、本システムそのものではなく標準準拠システム外で、標準化対象範囲外
の機能を追加する意味で用いている。 
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アドレス・ベース・レジストリ【あどれす・べーす・れじすとり】……アドレス・ベース・
レジストリは、住所・所在地のマスターデータ及びその運用システム全体を指します。
「アドレス」という言葉を用いているのは、一般的に「住所」は住民が居住する場所
を、「所在地」は法人等が事業を営む場所を示すものですが、ベース・レジストリに
おいては、住所や所在地に加えて農地や林地の場所など、地番の存在する場所全てを
検討対象とすることから、それら全てを包含する意図で「アドレス」という言葉を用
いている。 
 

い 
EUC【いーゆーしー】……End user computing の略。非定型業務（本システム標準仕様で当
該機能が提供されていない業務）に対して利活用できる機能のこと。本システムが保有するデ
ータの二次利用を可能とするデータの抽出・分析・加工及びこれらのファイルやリストへの出
力・印刷等の機能を有する。 
 
一括登録【いっかつとうろく】……複数件のデータの登録を１回の操作で完了させること。 
 

え 
API【えーぴーあい】……Application Programming Interface の略。ソフトウェアから OS の
機能を利用するための仕様または操作方法（インターフェース）の総称であり、アプリケーシ
ョンの開発を容易にするためのソフトウェア資源のこと。 
 
エラー【えらー】……論理的に成立し得ない入力その他の抑止すべき入力等について、抑止す
べき原因が解消されるまで、当該入力等を確定（本登録）できないもののこと。論理的には成
立するが特に注意を要する入力等について、注意喚起の表示を経た上で、当該入力等を確定で
きるワーニングとは区別される。エラーは、当該内容で本登録することを抑止することが目的
であり、本システムにおいては、その実装方法として、エラーメッセージを表示し、次の画面
に進めないようにすることも、エラーメッセージの表示によらず、そもそも入力不可とするこ
とで対応することも差し支えないこととしている。また、仮登録段階でエラーメッセージを表
示して抑止することも、本登録段階でエラーメッセージを表示して抑止することも、いずれも
エラーの実装方法として許容している。 
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お 
OCR【おーしーあーる】……Optical character recognition の略。活字の文書画像（通常イメ
ージスキャナーで取り込まれるもの。）を文字コードの列に変換するソフトウェアのこと。光
学文字認識ともいわれる。 
 
オールインワンパッケージ【おーるいんわんぱっけーじ】……All in One Package。すべての
機能が 1 つにまとまっていること。本件では、例えば住民記録や税務といった種々の機能を 1
つのパッケージソフトで網羅している状態、及びそのソフトウェアを指す。 
 

か 

外字【がいじ】……各ベンダが提供する文字セット等において、標準では収録されておらず、
市区町村が個別に追加した文字のこと。JIS 等の標準規格にない文字をベンダがパッケージ標
準に追加している場合も「外字」と呼ぶことがあるが、パッケージ標準にある場合は、当該文
字セット等において標準で収録されているため、「内字」として扱う。「内字」も参照のこと。 
 
加算情報【かさんじょうほう】……「公定価格（国の定める基準）」や「地方単独事業」に基
づき、適用される加算項目（減算調整）、加算額（減算額）、積算根拠（加算（減算）の認定
及び加算額（減算額）の算定に必要な情報）等の各種情報のこと。 
 
管理【かんり】……データの設定・保持・修正ができること。 
 

き 
基準指数【きじゅんしすう】……就労状況（フルタイム勤務か就学か等。）や健康状態（病気
や障害等。）といった、保護者の基本情報を定量化した点数のこと。 
 
給付予定情報【きゅうふよていじょうほう】……あらかじめ給付額を自治体側で試算してから
事業者へ「請求書案」として送付するケースにおいて、自治体側で試算した給付に関する予定
の情報のこと。 
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け 
減免【げんめん】……負担を軽くすること、または除くこと。減額と免除。 
 

こ 
広域利用【こういきりよう】……児童が居住する市区町村以外の保育所、認定こども園(保育
が必要な場合のみ。)、地域型保育事業 を利用したい場合、市区町村間で受委託による利用調
整を行うことで希望する保育所などの利用が可能となる制度のこと。 
 
ここ deサーチ【ここでさーち】……１つのWebサイト上で全国の教育・保育施設等の情報に
アクセスできることを目的として、独立行政法人福祉医療機構が構築し運用している Web シ
ステム。子ども・子育て支援情報公表システム。 
  
子育てワンストップサービス【こそだてわんすとっぷさーびす】……妊娠、出産、育児等に係
る国民の子育ての負担軽減を図るため、地方公共団体における「児童手当」、「保育」、「母
子保健」、「ひとり親支援」の子育て関連の申請等について、マイナポータルを通じて利用で
きる「サービス検索・電子申請機能」及びマイナポータルの「お知らせ機能」・「自己情報表
示機能」により、オンラインで手続等を行うことを可能とするもの。 
 

さ 
サブセット【さぶせっと】……全体に対する一部分のこと。例えば、システム全体に対するイ
ンターフェース部分や、本来の規格に関する限定部分、あるいはソフトウェアの機能を限定し
て使えるようにしたものなどのことを指す。 
 
参照【さんしょう】……データが入力されたテーブルへ必要なデータを問い合わせる操作。 
 

し 
CSV【しーえすぶい】……Comma separated values の略。テキストデータにおいて各項目のデ
ータをカンマで区切ったファイル形式のこと。 
 



33 

 

指数情報【しすうじょうほう】……申請者ごとに保育の必要度について定めた指数（優先順位）
情報のこと。 
 
自動【じどう】……入力、登録、区別、判断、確定等の処理時に、職員の手を介さず処理でき
ること。 
 
13 事業【じゅうさんじぎょう】……子ども・子育て支援法 第五十九条で定められている地域
子ども・子育て支援事業のこと。 
 
出力【しゅつりょく】……システム内で管理している情報を媒体へ打ち出すこと。要件の中で
特段の指定がない場合は、出力媒体は紙とデータの双方を指す。 
 
照会【しょうかい】……問い合わせて確かめること。例えば、データベースや他システムに該
当するデータの有無を問い合わせることなどを指す。 
  

す 
ステータス【すてーたす】……システムが取り扱う対象などについて、現在の状況・状態等
（例：申請受付、承諾、却下等）を表す値やデータ等のこと。 
 
スポット利用【すぽっとりよう】……不定期に保育が必要となる児童がいる世帯に対して、定
期利用保育の空きを利用して受入れを行うこと。 
 

せ 
請求情報【せいきゅうじょうほう】……請求書を作るために登録する情報のこと。 
 
制御【せいぎょ】……データの演算処理を行う以外の処理をコントロールするのこと。メモリ
やディスプレイ・画面媒体との入出力やデータの入出力、キーボードやマウスからの操作、デ
ィスプレイやプリンタへの出力を正常に作動させる目的のための操作。 
 

そ 
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疎結合【そけつごう】……システムの構成要素間の結びつきや互いの依存関係、関連性などが
弱く、各々の独立性が高い状態のこと。互換性や拡張性、担当や責任の分担のしやすさ、不具
合発生時の原因追及のしやすさなどで優れる。 
 

ち 
中間サーバ【ちゅうかんさーば】……番号制度における各機関間の情報連携に伴い、番号法別
表第２等で情報連携できると規定した副本データの連携を目的とするサーバのこと。 
これらのサーバで、行政機関等において、特定個人情報（個人番号を含む個人情報）の提供を
管理するために、総務大臣が設置・管理するシステムである「情報提供ネットワークシステム」
と、「団体内統合宛名システム」を含む番号法別表第２等の情報（データ）を扱う「住民記録
システム」等の業務システム間におけるデータ受け渡しをする「自治体中間サーバ」を指す。
なお、番号制度においては、社会保険診療報酬支払基金が運用する「医療保険者等向け中間サ
ーバ」 も中間サーバと呼ばれることがあるが、本仕様案においては、「自治体中間サーバ」
を指す。 
  
調整指数【ちょうせいしすう】……基本指数以外での世帯の状況を点数化したもののこと。基
準指数が同じ世帯が複数あった場合には、調整指数を以て保育の必要性がより高い世帯を判定
する。 
 
重複認定【ちょうふくにんてい】……教育・保育給付と施設等利用給付の認定を両方受けるこ
と。 
 

て 
デフォルト【でふぉると】……あらかじめ設定されている標準の状態・動作条件、初期設定、
初期値のこと。 
 
DV 等支援対象者【でぃーぶいとうしえんたいしょうしゃ】……市区町村に対して住民基本台
帳事務における DV 等支援措置を申し出て認定された、配偶者からの暴力（DV）、ストーカ
ー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる行為の被害者のこと。加害者からの「住民基本台帳の
一部の写しの閲覧」、「住民票（除票を含む。）の写し等の交付」､「戸籍の附票（除票を含
む。）の写しの交付」の請求・申出があっても、これを制限・拒否する措置が講じられる。 
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と 
同点時優先【どうてんじゆうせん】……基本指数、調整指数が同点だった世帯に適用される、
各自治体で定めている優先順位のこと。 
 
独自施策【どくじしさく】……各自治体が独自に定めている子ども・子育て支援に係る施策の
こと。 
 

な 
内字【ないじ】……各ベンダが提供する文字セット等において、標準で収録されている文字の
こと。 
 

ね 
年齢到達処理【ねんれいとうたつしょり】……認定を受けている子どもの年齢到達に伴う認定
区分の変更等処理のこと。 
  

は 
バッチ処理【ばっちしょり】……一括処理を行う処理方式のこと。複数の手順からなる処理に
おいて、あらかじめ一連の手順を登録しておき、自動的に連続処理を行う処理方式等、複数の
パターンがある。 
 
パラメータ処理【ぱらめーたしょり】……本システムの挙動に影響を与える、各種静的・動的
な設定のこと。 
 

ふ 
Fit＆Gap 分析【ふぃっとあんどぎゃっぷぶんせき】……事業者の提供するパッケージソフト
の機能が、利用者として求める要件に適合（fit）している点と乖離（gap）している点を明ら
かにし、事業者の提供するパッケージソフトと利用者として求める要件との適合性を判断する
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分析手法。（総務省自治行政局地域情報政策室「自治体クラウド導入時の情報システム調達に
おけるカスタマイズ抑制のためのガイドライン」より。） 
 
フォーマット【ふぉーまっと】……定型の書式・仕様のこと。 
 
フラグ【ふらぐ】……システムが条件判定などの命令を実行する際に結果を保存しておく領域
等のこと。 
 
フラグ管理【ふらぐかんり】……フラグを管理すること。 
 
プレビュー【ぷれびゅー】……帳票等を出力する前に、出力結果をシミュレートし、画面上で
確認できる機能のこと。 
 

へ 
ベンダ【べんだ】……ハードウェアやソフトウェア等の製品やサービスに責任を持つ事業者の
こと。 
 

み 
みなし認定【みなしにんてい】……教育・保育給付認定（第 2・3 号）を施設等利用給付認定
（第 2・3 号）とみなすこと。 
 

め 
メンテナンス【めんてなんす】……保守、維持、管理のこと。 
 

も 
文字コード【もじこーど】……コンピュータなどの電子媒体において、文章を画像などの図形
データとしてではなくテキストの形式で扱う場合に、その各文字に対して持っている符号（コ
ード）のこと。 
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文字符号化方式【もじふごうかほうしき】……文字の集合をコンピュータで扱うために、文字
に割り当て た番号とコンピュータで扱うための符号へ変換する対応表の方式のこと。「文字
コード」を参照のこと。 
 

り 
リアルタイム【りあるたいむ】……即時に処理すること。実時間処理。 
 
利用権限【りようけんげん】……システムの利用において 業務区分、職位等に基づき付与さ
れた 権限のこと。 
 
利用調整【りようちょうせい】……保育の認定を受けた世帯を対象として、自治体の定める
「利用調整指数表」に基づいて世帯ごとの指数を設定し、指数が高い世帯から順に入園者を決
定していくこと。 
 

れ 
レイアウト【れいあうと】……物の配置・配列をすること。帳票やシステム画面等の構成・割
付。 
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